
事項 概要

①高齢者施設の人的応援体制
○ 応援派遣協定に基づき応援職員派遣を行った施設に謝金を支払
○ 都が契約した人材派遣会社から、介護職員、看護職員、生活相談員、介護支援

専門員等に不足が生じた高齢者施設等に代替職員を派遣

②集中的検査の実施
○ 入所系および通所・訪問系の高齢者施設の職員等を対象に、集中的検査を頻回実施
・入所系施設 … PCR検査（週1回）及び抗原定性検査（週1~2回）
・通所・訪問系施設 … 抗原定性検査（週2~3回）

③高齢者施設等におけるかかり増
し経費の支援

○ 感染症等が発生した高齢者施設等が、感染拡大防止対策の徹底等を通じて、必要な介護サー
ビスを継続して提供できるよう、通常の介護サービスでは想定されないかかり増し経費につい
て支援

④施設内療養を行う介護施設等へ
の追加補助

（※上記③の取組の一部）

○ 高齢者施設等内で療養を行うこととなった場合で、一定の要件に該当する場合、施設内療養
者１名につき、最大15万円を支援

○ 療養者数が一定数を超える場合は、施設内療養者１名につき、最大15万円を追加補助
（上記分とあわせて最大30万円）

⑤高齢者施設等のBCP策定支援

○ 感染症や自然災害が発生した場合であっても、事業が安定的に継続できるよう、都内施設の
BCPの策定の推進や実効性の確保・向上を目的とし、策定方法等を解説する講座、シミュレー
ション訓練実施の要点を解説する講座、個別相談、出前講座・個別訪問などのプッシュ型支援
を実施

【参考】厚生労働省 業務継続計画（ＢＣＰ）作成に関するHP
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_00002.html
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【高齢社会対策部】

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_00002.html


高齢者施設の人的応援体制
✓ 感染拡大に伴い施設の運営継続が難しい高齢者施設等への応援体制を強化

✓ 既存の仕組みの充実に加え、新たな取組での人的な支援

特養・老健
等

概 要

職員が濃厚接触者、
クラスター発生等
運営体制に支障
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（約270所が登録）
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応援経費等
支援(拡充)

人的応援

都人材派遣会社 委託人的応援

都と人材派遣会社で契約し、運営継続に
支障がある施設への人的応援を調整

▪ 職員不足により施設運営の継続に支障が生じる施設への人的応援体制を強化

▪ 応援調整の手順は、法人内⇒区市町村内⇒都全域を基本としつつ、より早期の人的応援が
可能となるよう、都と人材派遣会社の契約に基づく応援体制を構築

都

運営継続経費等支援

技術的支援

(即応支援チーム等派遣)

▪ 既存の仕組みがより活用されるよう応援派遣を行う施設への支援拡充

※応援派遣協定に基づく応援職員派遣を行った施設に対する謝金の支払いについてのお問い合わせは下記担当まで
施設支援課施設運営担当 電話 03-5320-4264

※人材派遣会社からの代替職員の派遣についてのお問い合わせ
制度に関すること：介護保険課介護人材調整担当 電話 03-5321-1111(内)33-635
派遣の調整に関わること【R5.6月まで】：株式会社メディカル・コンシェルジュ 電話 03-6863-2323

※R5.7月以降は未定 URL:https://www.concier.net/ex/recruit/client-tokyo-welfare/
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集中的検査の実施

○ 感染者を早期に発見し、感染拡大・集団感染を防止するため、入所系および通
所・訪問系の高齢者施設の職員等を対象に、集中的検査を頻回実施
・入所系施設… PCR 検査（週 1 回）及び抗原定性検査（週 1~2 回）
・通所・訪問系施設、特定施設入居者生活介護の指定のない有料老人ホーム等…

抗原定性検査（週 2~3 回）

これまでの取組（検査対象を順次拡大）

○ 従前から対象としていた入所系施設（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、特定施設
入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護など）に加え、訪問系・通所系事業所等にも
対象を拡大

○ 高齢者施設等の職員の定期的な検査に加え、濃厚接触者となった職員が、待期期間解除
の判断等のために実施できるよう用途を拡大

○ 特定施設入居者生活介護の指定のない有料老人ホーム等にも対象を拡大

【従前からの対象】
介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医
療院、養護老人ホーム、介護療養型医療施設、
特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生
活介護、地域密着型介護老人福祉施設、地域密
着型特定施設入居者生活介護

【拡大した種別】
訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護ステーション、訪問リハビリ
テーション（※）、通所介護、通所リハビリテーション、短期入
所生活介護（単独）、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間
対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、
小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、居宅介
護支援
※ 介護保険サービスである訪問リハビリテーションを実際に提
供している場合のみ対象
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高齢者施設等におけるかかり増し経費の支援
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施設内療養を行う介護施設等への追加補助について

○ 感染対策の徹底、療養の質及び体制の確保等を実施し、施設内で療養を行う介護施設等に対し、一定の要件を満たす場合に支援
○ また、施設内での療養者数が一定数を超える等の要件を満たす場合には、追加で支援

補助概要

○ 病床ひっ迫等により、やむを得ず施設内療養を行う介護施設等に対して、通常のサービス提供では想定されない、
施設において必要な体制を確保しつつ行うことに伴う追加的な手間（※1）について、療養者毎に要するかかり増し
費用とみなし、補助を行う。

補助要件

【令和５年５月７日以前】
○保健所に入所者の入院を依頼したが、病床ひっ迫等により、保健所等から入所継続の指示があった場合など、やむを得ず施設
内療養することとなった高齢者施設等であること。
○保健所の指示等に基づき、必要な体制を確保しつつ、施設内療養時の対応の手引きを参考に、上記※１を実施。

【令和５年５月８日以降】
○施設内療養することとなった高齢者施設等であること。
○施設内療養時の対応の手引きを参考に、上記※１を実施。
○利用者に新型コロナウイルス感染症が発生した際に、主に以下の対応を行う医療機関を確保している。

・施設からの電話等による相談への対応 ・施設への往診 ・入院の要否の判断や入院調整
○感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を実施している。
○希望する利用者へのオミクロン株対応ワクチンの接種を実施している。

補助額

○ 施設内療養者１名につき、最大15万円
○ まん延防止等重点措置区域等(※2)の施設等であって療養者数が一定数(※3)を超える場合は、

施設内療養者１名につき１万円／日を追加補助（上記とあわせて最大30万円）（※4）
（※2）令和4年4月8日からは、まん延防止等重点措置等を実施すべき区域以外の区域においても、追加補助の対象と

する。
（※3）小規模施設等（定員29人以下）にあっては施設内療養者が同一日に２名以上、大規模施設等（定員30人以上）

にあっては施設内療養者が同一日に５名以上いる。
(※4)  追加補助の限度額は、小規模施設等（定員29人以下）は200万円／施設、大規模施設等（定員30人以上）は500万円／

施設

対象サービス

（※1）① 必要な感染予防策を講じた上でのサービス提供 ② ゾーニング（区域をわける）の実施
③ コホーティング（隔離）の実施、担当職員を分ける等の勤務調整 ④ 状態の急変に備えた日常的な入所者の健康観察、
⑤ 症状に変化があった場合等の保健所等への連絡・報告フローの確認

特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医療施設、認知症グループホーム、養護老人ホーム、

軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、短期入所生活介護、短期入所療養介護
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